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研究成果の概要： 
 本研究の目的は、グローバルな視点からコミュニケーションを促進させる学習環境をデザイ

ンするための要素を明らかにすることである。そこで協同的な学習に焦点を当て、海外との交

流学習、コミュニケーション能力の育成、およびそれを支援するデジタル環境に関して研究を

進めた。これまでの実践事例や多様な視点から分析検討を加えた研究成果から、著書『ICT 教

育のデザイン』および『研究成果報告書』としてまとめてきた。しかし、これらの研究は依然

発展途上であり今後さらなる研究が求められている。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
平成１７年度 5,800,000 0 5,800,000 

平成１８年度 4,300,000 0 4,300,000 

平成１９年度 4,300,000 1,290,000 5,590,000 

平成２０年度 700,000 210,000 910,000 

総 計 15,100,000 1,500,000 16,600,000 

 
 
研究分野：総合領域 

科研費の分科・細目：科学教育・教育工学、教育工学 

キーワード：コミュニケーション・学習環境・異文化理解教育・メディアリテラシー・視聴覚

教育・国際交流学習・カリキュラム・e-Learning 

 
１．研究の背景 
 ICT の発展によりデジタル環境が急速に整
備されてきた。インターネットはブロードバ
ンド化し、多くの人たちが携帯電話を持つよ
うになり、電子メールやテレビ電話などが日
常的なコミュニケーション・ツールとして私
たちの日常に深く浸透してきた。このような
状況の中、私たちはテレビ会議で遠く離れた
相手と顔を見て話をしたり、電子メールでい
つでも相手と連絡が簡単に取れたりするの
で、いつでもどこでもコミュニケーションが

できる「関係性」を簡単に構築できると、多
くの人たちが感じるようになった。 
 しかし、チャットや電子メールでコミュニ
ケーションが取れさえすれば、人と人との
「関係性」が本当に構築できるのだろうか。
コミュニケーションが簡単にとれるので、誰
もが安易に対話に参加するようになったが、
一方デジタル環境で起きるさまざまな問題
が取りざたされるようになった。つまり、安
易なコミュニケーションが相手を傷つけた
り、知らない人とのコミュニケーションで犯
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罪に巻き込まれたりすることが起こってい
る。たとえば、「ネットいじめ」である。プ
ロフや学校裏サイトの掲示板に、誹謗、中傷
など多くの投稿が子どもたちを恐怖に追い
やっている。出会い系サイトにアクセスして、
事件に巻き込まれた子どもも多くいる。また
子ども間での電子メールの頻繁なやりとり
は、メールを受け取ったら 15 分以内に返信
しなければならないというルールを作り上
げ、子どもたちはお風呂に入る時も、寝ると
きもケータイを離すことができない。互いに
交わしている内容はたわいもないことであ
るが、四六時中メールを交換しないといじめ
の対象にされてしまう。 
 インターネット、携帯電話、コンピュータ
などの ICT ツールは、私たちの生活に欠かせ
ないものになってきたが、前述したようにさ
まざまな問題を引き起こすようになったこ
ともしっかりと認識する必要がある。そして、
ICT ツールは国家政策のもと、全ての学校に
パソコンが置かれるようになり、授業でも活
用されるようになった。教育の場面において、
ICT を活用してどのようなコミュニケーショ
ンが取られるべきなのであろうか。それが本
研究の大きな目的である。 
 教育の場面において、光と影の両面を持つ
ICT をツールとして活用する際、どのような
形のコミュニケーションが学びにつながる
のだろうか。それはメールを頻繁に交わすこ
とで互いを確認しあうレベルのものではな
く、他者と相互作用をしながら、関わり合い
を深め、知識を共有するプロセスを通して、
学びを深めていくコミュニケーションであ
る。本研究の目的は、「コミュニケーション
を重視した学習環境」をデザインするための
モデルを構築することである。私たちは ICT
という新しい道具(ツール)を手に入れるこ
とができたが、まだ私たちはその道具を上手
く使いこなすことができていないのが現状
である。 
 コミュニケーションをするには、コミュニ
ケーションをする相手の存在が先ず必要で
ある。そしてコミュニケーションの相手であ
る「他者」の存在を認め、互いに知識や考え
方を共有しようという気持ちが高まってく
ることが大切である。そこで、私たちは協同
的な学習に焦点を当て、海外との交流学習、
コミュニケーション能力の育成、およびそれ
を支援するデジタル環境に関して、各研究分
担者のもとに研究を進めてきた。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、グローバルな視点から、
コミュニケーションを促進させる学習環境
をデザインするための要素を明らかにする
ことである。具体的には、以下の三つの目標

を達成することをめざす。 
(1)コミュニケーションを重視した学習環境
の普及モデルを開発する。 
 子どもたちがコミュニケーションを通じ
て知識を獲得し、態度・価値観を変容させ、
成長をすることが「コミュニケーションを重
視した学習」の目的である。これまでパイロ
ット校を中心に、効果的な交流学習ができる
学習環境について調査し,モデル化してきた。
本研究ではそのモデルを一般校に広げるた
めの普及をめざしたモデルを作成する。普及
促進要因と普及阻害要因を明らかにするこ
とで、普及モデルを開発、理論の構築をめざ
す。 
(2)海外、とくに開発途上国との交流学習を
推進するためのモデルを開発する。 
 開発途上国の学校とインターネットを介
したコミュニケーションを推進する。これに
よって（１）における交流学習の幅が大きく
広がり、地球規模の課題を考えるきっかけを
作ることができる。また、（１）と同様に国
際交流学習の促進、阻害要因を明らかにし
「グローバルな視野に立った学習環境モデ
ル」を構築することを目指す。その成果とし
て、「異文化コミュニケーション」の視点を
取り入れた学習モデルを提示する。 
(3)開発途上国の大学と連携をした研究を行
い、その知見を途上国の学校教育に当てはめ
る。 
 交流学習は日本の子どもたちの学びだけ
でなく、交流相手である途上国の子どもの学
びにつながるものでなくてはならない。交流
に参加するすべての子どもの学習権を保証
する学習環境をデザインしなければ、国際交
流学習,本来の目的を達成することができな
い。そのため（２）の発展系として、開発途
上国（主に東南アジア）の研究者と共同で、
学習環境デザイン研究を進める。 
 
３．研究の方法 
 ネットワークを介したコミュニケーショ
ンを活用して学習する教育環境を構築する
ために、地域の学校や海外研究者と協力体制
を確立していく。また、(1)(2)(3)の各研究
は、それぞれ独立したものではなく、相互に
関わり合っているため、それぞれの研究で得
られた知見が、他のコンポーネントの研究に
貢献するため、全体の研究はスパイラルに進
められていく。 
 本研究チームは、さまざまな専門を持つ研
究分担者で構成されており、学際的な視点か
ら以下の３点について行う。 
 
(1) コミュニケーション能力育成のための
しくみを開発する 
 コミュニケーションを重視した学習環境
の普及モデル開発のために、１）コミュニケ



 

 

ーション能力育成の取り組みおよびガイド
ブックの開発、２）議論のファシリテーショ
ンのためのシステム開発、の２点の研究を行
う。 
 
(2)ICT を活用した学習環境設計のための情
報収集をおこなう 
 コミュニケーションを重視した協同学習
に関する情報収集を、国内・海外でおこなう。
特に海外調査に関しては、博物館など学校外
での協同学習に焦点をあてた調査をする。 
 
(3)海外、とくに開発途上国との交流学習を
推進するためのパイロット的な実践をおこ
なう 
 これまでの海外との交流学習の知見をも
とに、交流学習の実践を試験的に行い、その
効果を検証する。 
 
４．研究成果 
 本研究チームは、さまざまな専門を持つ研
究分担者で構成されており、本報告書におい
ても、「コミュニケーションを重視した学習
環境」をテーマに様々な研究成果が発表され
た。 
 
(1) コミュニケーション能力育成のための
しくみを開発する 
コミュニケーション能力育成の取り組み及
びガイドブックの開発（寺嶋） 
 国語科の指導要領をもとに「コミュニケー
ション能力」を育成するための授業設計やカ
リキュラム開発について検討している。国語
科のねらいである「書くこと」「読むこと」「話
すこと・聞くこと」の 3領域のうち「話すこ
と・聞くこと」に焦点を当てた教材を設計し
た。まずコミュニケーション能力を育成する
ための活動として以下の項目が挙げた。 

①内容の構成:伝達するための内容の構成
をする活動 

②方法論の習得:情報の発信や収集に関す
る方法を学ぶ活動 

③実践:実際に練習し、発表する活動 
④内省:振り返る。評価する 

これら 4つの活動をバランスよく組み合わせ
た教材を開発し、評価を行った。 
 
議論の十字モデルに基づく対話的映像表現
の可能性（牧野） 
 映像や掲示板を利用したネット上のコミ
ュニケーションを活用し、映像による双方向
のコミュニケーションを支援する事例を紹
介した。「議論の十字モデル」を軸に、メッ
セージ性、ストーリー性の高い映像作品を公
開し、外部者からの批評を受ける授業実践で
ある。対話的な映像表現を学ぶ授業の事例と
して、新しい教育実践を取り上げた。 

 
(2)ICT を活用した学習環境設計のための情
報収集をおこなう 
英国の教育改革の動向と国際交流学習の展
開（木原） 
 英国の教育改革の状況について調査をし、
政策として国際交流学習を推進している現
状を視察した。英国の学校では、日本だけと
ではなく、オーストラリア、ジャマイカ、南
アフリカ、ポーランドなど幅広い国々と交流
を行っている。一つの国との深い交流よりも、
幅広く相手を見つけ、多様な経験を重視して
いる。 
 日本が学ぶべき点は、交流学習を学校全体
の活動として取り上げ、カリキュラムとして
きちんと位置づけていることである。最後に
英国の国際交流学習の現状を整理し、三層構
造モデルを提案している。 
 
諸外国における NPOが提供する交流学習プロ
グラムと学習環境（中橋・寺嶋・戸田） 
 交流学習の特徴は、「背景の違う人々と意
見を交換することで、物事の表現の仕方や感
情の表し方の違いを知ると共に、問題解決に
向けてのさまざまな考えを理解する」ことで
ある。アンネフランク・ハウスで実施してい
る 4日間の「公正プログラム」では、人権に
ついて考える交流学習のワークショップを
実施している。遠隔での交流ではなく、遠隔
地からアンネフランクの家に参加者が集ま
り、映画を見たり、博物館の見学をしたりす
ることを通して、さまざまな交流をおこう。
このような学校外で行う交流学習のプログ
ラムは、子どもたちに幅広い教育機会を提供
することにつながる。 
 
交流支援ウェブサイトの内容分析（稲垣・笹
尾） 
 国際交流を支援している海外の団体のウ
ェブサイトを調査し、それぞれのサイトがど
のような支援を行っているか分析をした。調
査では 17 件のプロジェクトを対象とし、調
査した結果、1)交流の授業設計支援、2)授業
実施上の支援、３）ICT 環境の支援、4)普及・
理解の促進の 4つ要素が明らかになった。 
 国際交流学習を単なるイベントとしてで
はなく、カリキュラムや教科のなかに位置づ
けており、海外においても系統的な取り組み
が一般的になっている。また、評価にはルー
ブリックを活用している。教師が必要として
いる支援は、交流のデザインや実施する上で
の外部からの支援である。 
 
地上デジタル放送によるパブリックアクセ
ス学習の実現に関する研究（黒上） 
 地上デジタル放送の教育利用の可能性を
事例研究した。事例は、兵庫県の高校が防災



 

 

教育として防災に関するスライドを制作し、
地上波デジタル放送に付加情報として配信
した活動である。地上デジタル放送の「双方
向性のコミュニケーション」に着目した実践
を行った。地上波デジタルの活用は、双方向
のコミュニケーションができ、学習リソース
を共有できることが分かった。今後、パブリ
ックアクセスとしての放送利用が教育目的
でどのような活用があるか検討を加えてい
くことが大切である。 
 
(3)海外、とくに開発途上国との交流学習を
推進するための実証実験をおこなう 
ニューデリー日本人学校との交流（水越・久
保田真） 
 金沢市の小学校とインド・ニューデリー、
ドイツ・ミュンヘンの日本人学校との交流実
践について報告している。先ず、2008 年 8 月
にインドを訪問し、日本人学校とインターナ
ショナルスクールを視察し、現地の状況を取
材した。交流をする場合、日本人学校のおか
れている特殊な状況を理解することが大切
であることが分かった。 
 交流では、子どもが写真を撮影し、文字を
添えてコミュニケーションの手段とした。組
み写真を送りあうことで、映像リテラシーの
育成も目指したが、試験的な試みで終わって
しまった。 
 
国際交流学習における教師の授業プロセス
（今野・久保田賢） 
 石川県の小学校とシリア・パレスチナ難民
の学校との交流実践について報告している。
この実践では、二つの学校の生徒が、電子メ
ールやテレビ会議を通して、協同して大きな
絵を描く交流をした。互いに意見を出し合い、
絵のテーマを決め、下絵をつくり、最終的に
152X366cm のキャンバスに絵を描いた。この
交流を実践するに当たり、教師はどのような
ねらいをたて、授業設計をする際にどのよう
な点を配慮したのか、教師のインタビューを
分析した。 
 
国際交流学習における外部支援者の「かかわ
り」（久保田真弓） 
 ２つの国際交流学習の実践形態を取り上
げ、支援を行っている大学生がどのように実
践に参加しているのか、動機の視点から実践
への「かかわり」について分析した。国際交
流学習の二つの活動に支援者として参加し
ている学生にインタビューをし、生徒との関
わり方、学生同士の関係を調べ、国際交流プ
ロジェクトの継続的な運用について参加者
相互のコミュニケーションを通して「かかわ
り」を築く過程を調べた。 
 
モンゴル国におけるデジタル学習環境の調

査と交流学習の可能性の検討（浅井・山室） 
 モンゴルとの交流学習の可能性を探るた
め、モンゴルを訪問し、学校の状況を調査し
た。その後、大阪府立摂津高校とモンゴルの
学校と試験的に交流を試みたが、文化の違い、
学校の年間予定が食い違うなどの問題点が
多くあることが分かった。しかし、異文化の
人たちとコミュニケーションを行うことの
重要性は確認できた。モンゴル側の相手を日
本語学習者にすることで、言語の問題が解決
できる可能性が見いだせた。 
 
 本研究チームは、研究目的を達成するため、
協同的な学習に焦点を当て、海外との交流学
習、コミュニケーション能力の育成、および
それを支援するデジタル環境に関して、各研
究分担者のもとに研究を進めてきた。この成
果などをまとめた著書『ICT 教育のデザイン』
および『研究成果報告書』のなかで、いくつ
かの実践事例を調査し「コミュニケーション
を重視したデジタル学習環境」を多様な視点
から分析検討を加えてきた。また、これらの
研究の成果を国内外の諸学会や国内の教育
関係の学会発表、著書、論文を通して研究成
果の報告をしてきた。しかし、これらの研究
はまだ発展途上であり、今後さらなる研究の
積み重ねが求められているといえるだろう。 
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